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粗粒穀物は，元来は，自国の畜産部門への飼料供給を主目的に生産されていたが，第

2次大戦後の各国の旺盛な畜産物需要の急増に支えられて，その流通性が急速に高まり，

貿易作物としての性格も合わせもつようになってきた。ちなみに世界の粗粒穀物生産量

は， 1950年の 2億 9，450万トンから 1984年には 8億 1，100万トンに増大したが(1)， 

この間，生産量に占める輸出量の構成比は 3目 7%から 12.4%に高まった(2)。

世界の粗粒穀物生産の構成は， 1950年のとうもろこし 43.6%， ミレツト・ソルガム

17.5 %，燕麦 16.7%，大麦 15.6%，ライ麦6.6%から 1983 年にはとうもろこし 50~ 7 

%，ミレット・ソルガム 13.6%，燕麦 6.4%，大麦 24.6%，ライ麦4.7%に変化し，

とうもろこしと大麦の構成比が高まった反面，ミレツト・ソルガム，燕麦，ライ麦の構

成比が低下した。このなかで，とうもろこしは， 1983年には，世界の粗粒穀物生産量

の約半分，輸出量の約8寄jを占めており，飼料作物として極めて重要な地位を占めてい
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米国は， 1984年には，世界の粗粒穀物生産量の約3割に相当する 2億 3，710万トン

の組粒穀物を生産し，そのうち 5，850万トンを輸出した〈町。このうちとうもろこしの

占める構成比は，米国粗粒穀物生産量の 82.0%，同輸出量の 85.0%に達しており，と

うもろこしは米国の粗粒穀物生産においても極めて重要な地位を占めている。米国のと

うもろこし輸出量は， 1984年の世界の粗粒穀物輸出量の 48.8%を占めており，その輸

出動向は，世界粗粒穀物市場の動向に大きな影響を与えている。

一方， Jつが国は， 1984年には世界の粗粒穀物輸入量の 20.7%に相当する 2，100万ト

ンを輸入したが，その構成は，とうもろこしが 68.0%と約 7tF1Jを占めており，以下，

ソルガム 22.4%，大麦7.7%，ライ麦1.4 %と続いている(付。このうち，とうもろこ

し輸入量 1，398万トンの 95%，ソルガム輸入量461万トンの 53%は米国からの輸入で，

特にとうもろこしは米国にほぼ全面的に依存しているのが実情である。最近では，米の

過剰による水回転作の一環として，えさ米や飼料作物の作付け拡大による国内飼料基盤

の拡充が農政上の重要課題となっているが，これを進める上でも，飼料供給においてわ

が国と最も深い関係にある米国の供給動向を無視するわけにはいかない。

本稿の課題は，以上のように，世界粗粒穀物市場において支配的地位を占め，わが国

畜産業の発展に直接的影響を与えている米国のとうもろこし供給力の動向を検討する点

にある。米国のとうもろこし供給力はこれまでどのように推移し，その推移に影響を与

えてきた諾要因は何であったのか，さらに，これら諸要因の最近の動向から判断して，

米国のとうもろこし供給力は今後どのように展開することが予想されるのか，について

検討を行なう。

以下，第2章では，供給と表裏の関係にある需要について，その動向を園内飼料用需

要，食用・種子・工業用需要，輸出需要に分けて検討し，第3章では，供給力について，

それを担っている地域および生産農場の動向，供給力拡大の主因であった単収上昇の推

移とその安定性，それを支えてきた技術進歩について検討する。最終章では，それまで

の分析よりえられた知見を整理するとともに，米国のとうもろこし供給力の今後の動向

を総括する。

注(1) FAO， Production Yearbook， 1951， Rome， 1951および FAO， Food Out-

look， No. 10， Rome， 1985. ただし， 1950年の生産量にはソ連の生産量は含ま

れていない。 1984年の生産量は推定値でソ連の生産量8，400万ト yが含まれて

いる。

(2) F AO， Trade Yearbook， 1951， Rome， 1951および FAO， Food Outlook， 
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No. 10， 1985. 
(3) USDA， ERS， Feed: Outlook and Situation Report， No.296， Washing-

ton， D. C. 1985. 

(4) 農林水産省畜産局流通飼料課『飼料月報JI(東京，日本飼料協会〕各月版。ただ

し，ここでの年度は会計年度(4月~翌年3月〕でおる。FAOの文献の穀物年度は

7月~翌年6月， USDAの文献のとうもろこし作物年度は10月~翌年 9月である。

2. 米国産とうもろこしの欄要動向

既に述べたように，とうもろこしは米国穀作農業部門の中心的作物の 1つであり，

1984年のとうもろこし作付面積 3，248万haは，主要畑作物作付面積全体の 28%に相当

し，農場段階での生産額234億ドルは，作物生産額全体の 34%に相当する(1)。

米国産とうもろこしの需要は，大きくは国内需要と輸出需要に区分される (2)。国内

需要は，さらに，園内畜産部門での飼料用需要と食用・種子・工業用需要に区分される。

第 l図には， 1950年以降の米国産とうもろこし需要内訳の推移が示されている。これに

よると，米国産とうもろこしの需要は，旺盛な内外の飼料穀物需要の増大に支えられて

着実に増大し， 1950年代初めの 7，300万トンから 1980年代初めの l億 8，5∞万トンへ，
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第 l図米国産とうもろこし需要内訳の推移

資料:USDA， Agη・culturalStatistic s各年版より.
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2.5倍に拡大した。特に， 1970年代の拡大が顕著で，この聞に需要量は1.7倍に急増し

た。これは， 1972年のソ連の大量穀物買付けを契機に始まった輸出量の急増によるもの

である。この間，輸出量は実に 4.7倍に拡大した。

米国のとうもろこし生産は，元来は国内の畜産部門での飼料用として生産されてきた

が， 1960年代半ばごろより，輸出用としての生産の比重を高めることになった。この背

景には，海外諸国の所得上昇に伴う畜産物需要の増大，人口増加の著しい途上国への食

料援助，生産過剰傾向の下での価格支持水準の抑制による輸出競争力の高まり等があっ

たが，これが 1972年のソ連の穀物大量買付けで加速化され， 1970年代にはドル安傾向

もあって輸出量の急増をもたらした。

これを反映して， 1950年から 1983年にかけて輸出需要は需要全体の 4.1%から 28.0

%に急上昇し，国内飼料用需要は 86.5%から 57.9%に低下した。こうして，米国のと

うもろこし生産は，国内畜産部門への飼料供給を主目的とした国内市場指向型生産から，

その 3割を輸出する輸出依存を高める生産へとその性格を変えてきている。また，食

用・種子・工業用需要は，同期間に， 9.4 %から 14.0%に上昇した。

以下，米国産とうもろこしの圏内飼料用需要，食用・種子・工業用需要，輸出需用に

ついて，もう少し詳しくその動向をみてみることにする。

( 1 ) 国内飼料用需要の動向

米国産とうもろこしの国内飼料用需要は， 1950年代初めの 6，220万トンから 1980年

代初めの 1億 880万トンへ， 1. 75倍に増大した。しかし，この間の年率の増加テンポは

一様ではなく， 1950年代は 2.87弘 1960年代は 2.54%で増加したのに対して， 1970 

年代のそれは 0.83%にすぎなかった。 1970年代の増加率がノj、さかったのは，石油ショ

ック以降の経済成長の鈍化に伴って畜産物消費の増加が抑えられたこと，米国の畜産物

消費そのものが飽和水準に近づきつつあること， 1972年の食料危機以降のとうもろこし

価格の上昇により飼料用需要が抑制され，海外の旺盛な輸入需要に支えられて靖産分の

ほとんどが輸出にまわされたこと等の理由による。

各年のとうもろこしの国内飼料用需要量は，主として，その年の穀物消費家畜単位数，

家畜単位当たりの飼料消費量，飼料消費量全体の中に占めるとうもろこし構成比等で決

まる。穀物消費家畜単位数は，その年の肉牛頭数，乳牛頭数，豚頭数，鶏羽数，七面鳥

羽数等にその家畜の飼料消費性向より推計された換算係数を掛けてそれを合計したもの

である。穀物消費家畜単位数は，ほぼ 10年周期のピーフサイクルとほぼ4年周期のピ

ッグサイクルとともに，国内の畜産物需要動向，畜産物価格/飼料価格比率，牛肉輸入
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第 2図 とうもろこし，ソノレガム，小麦の国内飼料用消費量の推移

資料:USDA， Feed.'Outlook and Situation Report各年版より.
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第4図穀物消費家畜単位数，家膏単位当たり飼料消費量，穀物飼育肉牛頭数の推移

資料:第 2図に同じ.

注.穀物飼育肉牛頭数は主要 13州の合計頭数.

動向等に応じて変化する。家畜単位当たり飼料消費量の変化に最も大きな影響を与える

のは，肉牛のうち飼料穀物で肥育される頭数の構成比の変化である。飼料消費量に占め

るとうもろこしの構成比は，他の粗粒穀物のソルガム，大麦，燕麦や食用穀物の小麦，

泊料種子粕，ピーナッツ粕等との相対価格関係に応じて変化する。

第2図には， 1970~83 年間のとうもろこし，ソノレガム，小麦の国内飼料用消費量の推

移が示されており，第3図には，これら穀物の平均価格の推移が示されている。さらに

第 4図には，同期間の穀物消費家畜単位数，家畜単位当たり飼料消費量，穀物飼育肉牛

頭数の推移が示されている。これらの図によると，とうもろこしの国内飼料用消費量は，

穀物消費家畜単位数，家畜単位当たり飼料消費量の変化にほぼ対応して推移しており，

また，家畜単位当たり飼料消費量は，穀物飼育肉牛頭数の変化にほぼ対応して推移して

いることがわかる。

例えば， 1974年のとうもろこし消費量は，前年に比べて 24%も激減したが，これは

この聞に穀物消費家畜単位数が 11%減少したのが主因である。しかし， 1974年のとう

もろこし消費量の激減は，穀物消費家畜単位数の減少だけでなく，この間にとうもろこ

し価格が lブッシェル当たり 2.55ドルから 3.02ドルに上昇したことも影響したと考え

られる。とうもろこし価格の上昇によるとうもろこし消費量の減少は，早ばつの発生し
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た1980年，大規模なP1 K (現物支給生産調整〉計画の実施と早ばつの発生とが重な

った 1983年にもみられる。

1982年から 19回年にかけて，小麦の国内飼料用消費量は 780万トンから 1，180万ト

ンに急増したが，これは，この間にとうもろこし価格/小麦価格比率がo.75から 0.93

に上昇したのが主因である。ソルガムの平均価格は，とうもろこしの平均価格とほぼ連

動して推移しており，これを反映して，とうもろこし価格/ソルガム価格比率は1.2前

後でほぼ一定している。

(2) 食用・種子・工業用需要の動向

米国産とうもろこしの食用・種子・工業用需要は， 1950年代初めの 640万トンから

1983年の 2，410万トンへ， 3.8倍に拡大した。特に， 1970年代の増加テンポが著しく

速し 1950年代， 60年代の年率の増加率は，それぞれ2.2払 3.3%であったのに対し

て， 70年代のそれは 9.7%の高率であった。この傾向は 80年代に入っても衰えず，

1985年には 2，820万トンの需要が予想されている(3)。これは同年のとうもろこし需要

全体の 15.6%に相当する。

このように最近，食用・種子・工業用需要が急増しているのは，高果糖コーン・シロ

ップ (HighFruct四seCorn Sirup)とエタノール製造用とうもろこし需要が急増して

いるのが主因である。第 1表には， 1971-83年間の米国産とうもろこしの食用・種子・

工業用需要内訳の推移が示されている。これによると，この間，種子用，料理・菓子用

とうもろこし需要は伸び悩んでいるのに対して，高果糖コーン・シロップ，アルコール

用とうもろこし需要は，それぞれ， 25.5倍 8倍に急増した。

第5図には， 1974-83年間の国民 1人当たり甘味料消費量内訳の推移が示されている。

これによると，この間，国民 1人当たり砂糖消費量は 95.6ポンドから71.0ポンドへ

25.7%減少したのに対して，高果糖コーン・シロップ消費量は 3.0ポンドから 30.3ポ

ンドに急増した。これは，砂糖計画の下での輸入数量制限(1975-81年間は実施されな

かった)，輸入課税，園内生産者価格支持等のため，第6図にしめされているように，

圏内精製糖価格が高く引き上げられてきたため，価格水準がその半分近くの高果糖コ

ーン・シロップへの代替が起こったためである。高果糖コーン・シロップ需要は，ソフ

ト・ドリンク用砂糖の代替を中心に急増しており， 1984年には 2大ソフト・ドリンク会

社のコカ・コーラ社，ベプシ・コーラ社も高果糖コーン・シロップへの代替をおこなっ

た付〉。

燃来十周，工業用，飲料用エタノール製造用のとうもろこし需要も 1978年から急増し
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第 l表米国産とうもろこしの食用・種子・工業用需要内訳の推移
〈単位:百万プッシ zル)

ミノレドお

高架結ヨ!グョ ~I 種子 合 言十
ーγ ・シスおよびスターチ.ミノレドアノレコーカリ性食
ロ ヅ7 デキスト ・7ノレコノレ 品

ツ ロース ーノレ

1971 10 125 10 15 135 15 410 

72 15 145 110 10 18 136 16 450 

73 20 155 110 10 20 139 18 472 

74 30 160 115 10 17 147 19 498 

75 45 165 115 10 15 153 20 523 

76 65 165 120 10 15 155 20 550 

77 80 170 130 15 15 160 20 590 

78 105 170 135 15 20 155 20 620 

79 140 175 130 30 20 160 20 675 

80 165 185 125 40 35 165 20 735 

81 190 185 135 85 35 163 19 812 

82 215 185 135 130 50 168 15 898 

83 255 190 145 150 50 164 19 973 

資料:J. Livezey， ibid.， p. 13より.
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第5図 国民 l人当たり甘味料消費量内訳の推移
資料:USDA， ERS，“Corn: Background for 1985 Farm Legislation"， p. 11より.
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第6図
資料:第 5図に同じ.

甘味料価格の推移

89 

ており， 1983年には 500万トンを上回り，食用・種子・工業用需要全体の 20.5%を占

めるに至っている。これは，石油ショック以降の石油価格の上昇，枯渇が予想される化

石燃料への過度の依存への危慢の観点から，連邦政府，州政府によって，エタノール混

入ガソリン課税優遇制度，ガソリン鉛含有率規制等を介してコーン・エタノールの生産

禁励が図られてきたためである。

燃料用ヱタノールの需要は，今後の石油価格の推移によっては，無尽蔵といっていい

ほどの潜在需要があるだけに，将来の米国産とうもろこしの食用・種子・工業用需要の

動向に影響を与える重要な要因となるであろう。高果糖コーン・シロップの需要は，

1980年代末にはほぼ飽和水準に達することが予想されるので， 1980年代後半の食用・

種子・工業用需要の増加テンポは，砂糖計画，天然ガス・ガソリン課税政策，石油価格

等に大きな変化がない限り，若干減速することが予想される。

(3) 輸出需要の動向

米国のとうもろこし輸出量は， 1950年の 300万トンから 1984年の 4，950万トンヘ，

16.5倍に拡大した(5)。特に 1970年代の増加が著しく， 1950-84年間の増加量の約8

割は 1970年代の増加によるものである。最近は，経済成長の鈍化に伴う主要輸入国で
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第2表 とうもろこしの主要国別生産量，消費量，貿易量

〈単位:百万ト~)

1979 1980 1981 1982 

生産量:

米 国 201. 4 168.6 206.2 209.2 

中 国 60.0 62.6 5ヲ.2 60目 3

東ヨーロッパ 34.5 29. 7 32. 2 36.3 

ブ ラジ ノレ 20.2 22.6 22.9 19.5 

消費量:

米 国 131. 7 123.7 127. 3 137. 7 

中 圏 61. 9 63. 4 60.2 62.8 

西ヨーロッパ 41. 5 38.ヲ 39.6 37. 1 

ソ 連 22.9 21. 3 25.3 19.8 

日 本 11. 8 13.7 13.6 14町 2

輸出量:

米 国 61. 8 5守.8 50.0 47.5 

アノレゼンチ γ 3.4 9.1 5.8 6. 1 

南 7 7 リカ 3. 4 5.0 4.0 0.3 

タ イ 2.2 2.1 3.3 2.1 

輸入量:

日 本 11. 9 14.0 13.0 14.5 

ソ 連 14.6 11. 8 17.3 6. 3 

E Cl) 16.9 15.0 13.6 11. 5 

メキシコ 3.9 3.8 C目 6 4.1 

1 ベイ γ 3.8 5.1 5.6 4.0 

資料:F AO， Production Y印 rbook，FAO， Trade Yearbook各年版より.

注. 1) EC内貿易も含む.

lヲ83

105.8 

66.3 

32.6 

21. 0 

123.8 

66.4 

34.4 

25. 1 

14.1 

48.3 

6.0 

o. 3 

2.8 

13.8 

9.6 

10.9 

3. 5 

4. 5 

の畜産物需要の停滞， 1980年初めの対ソ連穀物輸出規制を契機とするソ連の輸入先の多

角化， 1985年の夏まで続いたドル高傾向，途上国および東ヨーロッバ諸国の累積債務の

増大による購買力の低下，若干の輸入国における飼料作物の増産傾向等のため，米国の

とうもろこし輸出量は 1979年の 6，180万トンをピークにその後は低迷している。

1982年の世界のとうもろこし生産は，第 1位の米国が全体の 47.8%とほぼ半分を占

めており，以下，中国の 13.8札束ヨーロッパ8.3 %，ブラジル 4.5%であった〔第

2表〉。米国は，世界最大のとうもろこし消費国でもあり，同年の消費量は世界全体の

約3割を占めている。次いで消費量が大きいのは中国で 15%を占め，また，酋ヨーロ

ッパ，ソ連，日本は合わせて約 3割を占めている。
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1983年の世界のとうもろこし輸出量のうち，米国は 73.1%と 3/4を占めており，他

にアルゼンチンの 9.1%，タイ 3.5%といった内訳であった。一方，同年の世界とうも

ろこし輸入量の 20.7%は日本が占めており，以下， E Cの 16.5%(EC内貿易も含

む)，ソ連 14.5%，スペイン 6.8%，メキシコ 5.3%といった内訳であった。とうもろ

こし輸出国は，圧倒的ウエートを占める米国の他にアルゼンチン，タイ，南アフリカの

数ヵ国に偏っているのに対して，輸入国の方は，多数の固に分かれているのが特徴であ

る。

以下，米国のとうもろこし輸出動向を理解する上で重要な主要輸入国の輸入動向と主

要輸出競争国の輸出動向を簡単にみてみよう。

① 主要輸入国の動向

既に述べたように，米国のとうもろこし輸出量は 1960年代半ば以降急増してきたが，

その輸出相手国の構成は， ECの比率が低下したのに対して，日本の比率の一貫した上

昇，途上国，石油産油国， EC以外の西ヨーロッパ諸国の比率上昇， 1970年代以降の計

画経済諸国の比率上昇， 70年代後半以降の東アジア中進国の比率上昇といった変化がみ

られる。

第3表には， 1978-83年間の米国産とうもろこし輸出の主要輸出相手国別内訳が示さ

れている。これによると， 19回年の米国産とうもろこしの輸出割合が最も高いのは日本

第 3表米国産とうもろこしの輸出内訳
(単位千トユ/)

lヲ79 1980 1981 1982 1983 

メキシコ 3，834 3， 790 554 3，987 3，300 

E C 13，387 10，699 8，150 6，267 5，259 

スベイソ 2，503 2，651 5，686 2，871 2，8αコ

ポルトガノレ 2，514 2， 668 2，219 2，208 2，000 

東 Y イツ 2，480 1，452 1，549 882 500 

ソ 連 5，342 4，947 7，646 3，159 6，500 

日 本 11，193 12，586 10，588 13，179 13，600 

韓 国 2，130 2， 304 2，690 3，904 2，800 

中 国 1，788 725 1，117 2，161 200 

JEA コ 湾 2，113 1，502 1，718 3，000 2，800 

エジプト 874 1，129 1，348 1，638 1，5∞ 
小言十 44，324 40，888 41，626 37，119 41，259 

.gコh 言十 61，801 59，820 49，965 47，500 48，260 

資料:USDA， Agricultural Statistics各年版より.
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の28.2 %で，以下，ソ連の 13.5%， E C 10.9弘メキシコ 6.8払スペイン，韓国，

台湾の 5.8%，ポルトガル4.1%，エジプト 3.1%と続いている。 ECは1960年代に

は米国にとって最も重要な輸出先であったが， 1965-83年間にその構成比を 44.5%か

ら10.9%に低下させた(6)。一方， 日本は，同期間に，その構成比を 13.8%から 28.2 

%へ一貫して上昇させている。 1980年1月の対ソ連穀物輸出規制の影響を受けて，ソ連

の構成比は 1978年の 27%から 1980年には 8%に低下した。また，東アジアの中進国

である韓国と台湾は， 1978-83年聞にその構成比を 6.9%から 11.6 %に上昇させて

いる。

EC向け輸出比率の低下は 1960年代以降続いているが，この傾向は最近特に顕著で，

ECへの輸出量は， 1979-83年聞に， 1，300万トンから 600万トンに半減した。これは，

EC共通農業政策による高い域内支持価格の下で大麦や飼料用軟質小麦，とうもろこし

が増産されたこと，輸入規制の対象となっていないキヤツサパ，柑橘類パ/レフ。等の非穀

物飼料の輸入が増えたこと等のためである。 ECの非穀物飼料輸入量は， 1972年の 420

万トンから 1982年には 1，620万トンに急増しており，最近では， ECの穀物輸入量全

体を上回っている。 ECでは，米国産とうもろこしを，飼料用としてよりも工業用と L

てより多く消費している。

計画経済諸国への輸出比率が 1970年代に急上昇したのは，主にソ連の輸入量が急増

したためである。 1972年の不作時にソ速は穀物貿易政策を変更したとみられ，それまで

不作年には主として家畜飼養頭数を減らして対応していた需給政策を改め，不作年には

穀物輸入量を増やして畜産物供給の安定を図るようになったと考えられる。1972年のソ

連の大量穀物買付け以降， 1970年代にはソ連向け輸出比率は上昇したが，各年の作況に

応じてその構成比は変動している。 1970年代半ばには，クレジット制度の下で，他の東

ヨーロッパ諸国向け輸出も増加した。

1979年末のソ連のアフガエスタン侵攻に対する制裁措置の 1っとして， 1980年初め

にカータ一政権によってとられた対ソ連穀物輸出規制(この措置はレーガン政権によっ

て1981年4月に解除された〉は， 80年から 82年にかけての米国からの穀物輸入を激減

させた。ソ連は 1977-79年間には平均で穀物輸入量の 62%を米国から輸入していたが，

この構成比は 1980年には 21%にまで低下した。しかし，新しい穀物長期貿易協定が

1983年に締結されたこともあって，この比率はその後徐々に上昇し， 1984年には 33%

まで回復した。

韓国や台湾のとうもろこし輸入量の急増は，急速な経済成長に伴って畜産物需要が増

大し，これに対応するための国内畜産業の振興策の lっとして政府によって飼料輸入が
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奨励されているためである。ポルトガル，スペインの輸入期加も，所得上昇に伴う畜産

物需要の増大に対応した，特に，肉用鶏部門の生産拡大によるものである。

途上国，東ヨーロッパ諸国への輸出は， 1970年代に増加したが， 1980年代に入って

は低迷している。これは， 1980年以降，途上国，東ヨーロッパ諸国の多くは累積債務を塘

加させ，畜産物の潜在的需要はあるものの，穀物輸入の購買力を低下させたためである。

② 主要輸出競争国の動向

米国以外の主なとうもろこし輸出国としては，アルゼンチン，タイ，南アフリカの 3

国が存在し， 1983年の世界とうもろこし輸出のうち，米国の 72%に次いで，上記の 3

国は 13.6%を占めている。第7図には， 1960年以降の世界のとうもろこし輸出量とこ

れら 4国の輸出量の推移が示されている。これによると，世界のとうもろこし輸出にお

いては，米国の比重が圧倒的に高く，その構成比は 1960年代の 50%前後から 70年代

には 70%前後に高まっている。 1970年代の米国の輸出急増におされて，他の 3国の輸

出比率は若干低下し， 1970年代には，アルゼンチンは 7-9%前後で，南アフリカ 3-6

%前後，タイ 2-4%前後で推移した。

米国産とうもろこしの輸出動向は，とうもろこし以外の他の飼料穀物の輸出動向によ

っても影響を受ける。第4表には， 1979-83年間の主要輸出国の粗粒穀物の輸出動向が
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第 7図 とうもろこし主要輸出国の輸出動向
資料:F AO， Trade Yearbook各年版より.
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第 4表世界の粗粒穀物輸出

〈単位百万ト'l)

1979 1980 1981 1982 1983 

米 国 71. 4 69.6 58.4 54.0 54.8 

カ ナ fI.' 3.8 5.5 7.2 7.1 6.8 

オーストラリ 7 4.1 2.3 3.4 0.8 4.0 

アノレゼ γ チン 5. 3 14目 2 10.2 11. 6 12.7 

南アフリカ 3.5 4.1 4.7 2.3 o. 3 

タ イ 2.2 2.4 3.5 2.4 3.2 

計 9コ.3 98.1 87.4 78.2 Bし8

世界合計 99.4 108.8 ヲ7.9 90.0 91. 5 

資料:FAO， Trade Yearbook各年版より.

示されている。これによると， 1980年初めの米国の対ソ連穀物輸出規制を契機に，ソ連

は米国以外に輸入先を多角化することに努めたので，アルゼンチン，カナダの顕著な輸

出比率の上昇が認められ， 1983年のアルゼンチン，カナダの輸出比率は 13.9仇 7.4

%を占めるに至っている。

アルゼンチンは， 1977年には，それまで園内価格の 50%に相当した小麦， とうもろ

こし，ソルガムの輸出課税を廃止し，支持価格も国際価格を基準に決定することにした。

1982年には，再び 25%の輸出税が賦課されることになり，現在にヨさっている。最近年

次においてもみられる激しいインフレの下でのアルゼンチン通貨ベソのドルに対する過

小評価傾向もアルゼンチン穀物の輸出競争力を高めている。アルゼンチンはソ連だけで

な仁中国，イヲク，メキショ，アルジエリア，キューパ隼の諸国kも長期穀物貿易協

定を締結し，輸出の安定的拡大を図っている。

タイも，以前は，とうもろこし輸出にかなり高率の課税を行なっていたが，現在では

これも緩和され，輸出競争力を高めている o 台湾と長期穀物貿易協定を締結させたりし

て，アジア諸国を中心に輸出拡大を図っている。これまでのとうもろこし生産の拡大は，

ほとんどが作付面積の拡大によるものであったが，作付面積の拡大は限界に近づきつつ

あるといわれており，新技術導入による単収上昇が今後の課題である。

南アフリカは，とうもろこし輸出国の中でも特に輸出量の変動が激しい。これは，各

年の気象変動に応じて生産量自体が激しく変動するためである。 1980年代に入っても，

1982， 83年は早ばつのためほとんど輸出はなかった。

カナダとオーストラリアは，とうもろこし輸出国ではないが，他の粗粒穀物や小麦の

輸出を通じて，米国のとうもろこし輸出動向に大きな影響を与えている。両国ともマー
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ケッティング・ボードによって輸出が一元的に管理されており，園内価格の安定化と輸

出競争力の維持，多くの固との長期穀物貿易協定の締結等によって，安定的な輸出拡大

が図られている。

カナダは，最近では，港湾施設や鉄道の整備にも積極的に投資しており，穀物輸送能

力の強化に努めている。オーストラリアの穀物生産は，気象変動の影響を受けて不安定

であるが，小麦収穫期の長雨は小麦品質を低下させ，多量のオーストリア産小麦を飼料

用として世界市場に放出することになる。

以上のような主要輸出国と競争しつつ，米国はとうもろこし輸出を行なっているわけ

であるが，最近年次における CCCローン・レートの高めの設定と， 19iO年代末から

1985年の夏まで続いたドル高傾向，高金利等は，米国のとうもろこし輸出競争力を低下

させており， 1980年初めの対ソ連穀物輸出規制を契機とするソ連の穀物輸入先の多角化

とともに， 1980年以降，米国のとうもろこし輸出の低迷をもたらしている。メキシコの

ようなラテンアメリカの債務国にとっては，米国の金利上昇は，さらに金融事情を悪化

させ，輸入購買力の低下をもたらしている。

米国産とうもろこしの輸出については，その輸出先における ECの構成比の一貫した

低下に対応して，日本の一貫した構成比の上昇，途上国，計画経済諸国， EC以外の西

ヨーロッパ諸国，東アジアの中進国等の構成比の上昇を通じて， 1960年代半ば以降，そ

の輸出量を増大させてきた。しかし， 1980年代に入って，輸出競争力の低下傾向がみら

れ，輸出は低迷している。

今後の米国産とうもろこしの輸出動向は，アルゼンチン，南アフリカ，タイ等の他の

とうもろこし輸出国，カナダ，オーストラリア等の他の飼料穀物輸出国の輸出動向とと

もに，輸入国である途上国，東ヨーロッパ諸国の経済発展動向，特に累積債務の問題，

ソ連の穀物生産力発展の可能性と貿易政策のあり方，日本やEC以外の西ヨーロッパ諸

国，東アジア中進国の経済発展動向， ECの穀物貿易政策のあり方等々多くの要因によ

り影響をうけるものと考えられる。

注(1) USDA， ERS， Agricultural Outlook， No.113， Washington， D. C. 1985. 

(2) 最近書かれた米国のとうもろこし需給に関する概説書としては，次の 2つの文

献があり，本稿もこれを参照した。服部信司「飼料穀物ーーとうもろこしを中心

として一一J(逸見謙三監修，全国農業協同組合中央会編集『アメリカの農業d1，

東京，筑波書房，昭和 59年)， 218-259ベージ。 USDA，ERS， 

ground for 1985 Farm LegislationぺAgriculturelnfor・mationBulletin， 

No.4il. Washington， D. C. 1984. この報告書の一部は，次の文献で抄訳され

ている。小津健二解題，吉川i裕子抄訳rI985年農業調整法の背景一一小麦および
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飼料穀物施策一一J(jのぴゆく農業』第 693号，東京，農政調査委員会，昭和

60年〉。

(3) J. Livezey，“Estimates of Corn Use for Major Food and lndustrial 

ProductsヘUSDA，ERS， Feed: Outlook and Situation Report， No.296， 

pp. 11-15. 

(4) J. Livezey， ibid.， p.15. 

(5) USDA， Agricultural Statistics， 1951， USDA， ERS， Feed: Outlook and 

Situation Repor~， ~o. 296， 1985. 

(6) USDA， Agricultural Statistics， 1951および 1983.

3. 米国のとうもろこし供給動向

( 1 ) 生産立地の移動

米国のとうもろこし生産量は， 1950年の 7，020万トンから 1984年の 1億 9，450万ト

ンへ， 2.8倍に拡大した。この間， とうもろこし生産は，全米のほとんどの地域で増加

しているとはいえ，いわゆるコーンベルトと五大湖諸外lへの集中化が進んでいる。

第 5表には， 19切 -82年間の地域別とうもろこし生産量の推移が示されている。これ

によると，とうもろこし生産におけるコーンベルトのシェアは， 1950年の 46.2%から

1970年には 57.6 ~るまで上昇し，以後も 55 %前後のシェアを維持している。また，五大

湖諸州、|のシェアは， 1950年の 12%から 1982年の 16.79'0へ一貫して上昇している。コ

ーンベルトと五大湖諸州両地域のシェアは， 1950年の 58.2%から 1982年には 71.6% 

に達しており，この両地域への生産の集中化が進んでいることを如実に示している。ち

なみに 1970-82年間には，米国のとうもろこし生産量は 1億 546万トンから 2億 1，330

万トンへ約倍2に急増したが，この増分の約7割はコーンベルト，五大湖諸州両地域の

増産によるものであった。

一方， 1950-82年聞にシェアが低下したのは南東部で， 1950年の 13.5%から 1970

年には 6.2%に半減し，その後若干上昇して 1982年には 7.0%を占めているJ 他方，

南部平原，北東部のシェアは，ほぼ一定の水準で推移している。

このような生産立地移動の背景としては， i) 1950年代以降の著しい技術進歩の結果，

生産過剰傾向が定着し，とうもろこし価格の低下のもとでコスト競争の激化と経営規模

拡大が促進され，気象，土壌条件の最も適するコーンベルト，五大湖諸外lの優位性が高

まったこと， ii)大豆需要の急増に支えられて大豆価格は相対的に有利に推移し，南東

部での大豆作付面積の拡大と小麦・大豆二毛作の普及が進んだこと， iii)耐皐性の高い
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第5表 とうもろこし生産の地域別動向

(単位:万トン， ?の

1950 1960 1970 1982 

コーンベノレトり 3，590 5，695 6，070 11，713 
(46.2) (57.4) (57.6) (54.9) 

五大湖諸山、1') 933 1，308 1，657 3，566 
(12.0) (13.2) (15.7) (16.7) 

南部平原3) 1. 104 1，167 1，340 2，913 
(14.2) (11. 8) (12.7) (13.7) 

南 東 部') 1，052 964 652 1，501 
(13.5) (9. 7) (6.2) く7.0)

:ft 東 部5) 226 178 277 491 
(2目 9) (1. 8) (2.6) (2.3) 

そ の 他 862 615 550 1，146 
(11. 2) (6. 1) (5.2) (5.4) 

合 言十 7，767 9，927 10，546 21，330 
(100.0) (100.0) (1∞.0) (100.0) 

資料・ USDA，Agriucltural Statistics各年版より.

注. 1) オハイオ，イ γデイ 7ナ，イリノイ 7イオワ， ミズリ-

2) ミネソタ， ウイスコンシン， ミシガγ

3) ネプラスカ， カンザス，オクラホマ， コロラ V，テキサス

4) ケンタツキー，テネシー 7ラバマ，ジョージ 7，7ロりダ，サウ旦カロラ
イナ， ノ-;;<.カロライナ，ヴァージニ 7

5) ニューヨ-!7，ベ γ ジノレパニア

ノ、ィブリッド・ソルガムの出現に伴って，南部の非濯海地におけるソルガム作付面積が

拡大したこと等が指摘されている。コーンベルト，玉大湖諸州ではとうもろこし，大豆

の作付面積が拡大したのと表裏して，燕麦の作付面積が急減した。

(2) とうもろこし生産厳場の規模拡大の動向

1978年の米国農業センサスによれば， とうもろこしを栽培した農場は 91万 9，297戸

で，これは全農場数の 37%に相当した(1 )。この内，実取生産を目的としたとうもろこ

し栽培農場は，その 91.7 %に当たる 84万 2，908戸で農場当たり平均収穫面積は

33.9 ha， 1 ha当たり平均収量は 6，096kgであった。

実取とうもろこし栽培農場の経営類型の内訳は，商業的穀作経営 42.2払商業的穀

作以外の畑作経営 8.5%，畜産経営 29.8%，酪農経営 11.4払家禽経営1.1%.その

他 7.0%となっており，商業的穀作，畜産，酪農経営で全体の 8割以上を占めている。

この構成比は，生産量については，商業的穀作経営 60.6仇商業的穀作以外の畑作経
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営 2.4仇畜産経営25.0払酪農経営6.9%，家禽経営0.6%，その他4.5%となっ

ており，農場数の場合に比べて，商業的穀作経営の構成比がさらに 2割高くなる。

実取とうもろこし栽培農場の収穫面積別農場数構成比は， 14エーカー以下 26.5%， 

15-49エーカー 28.2%， 50-99エーカー 18.2%，1∞-249エーカー 19.7%，250-

499エーカー 5.7%， 500-999エーカー1.4 %， 1，000エーカー以上0.3%といった内

訳で，経営規模拡大が進んでいるとはいえ， 250エーカー(約101ha)以上の収穫面積を

もっ農場数比率は 7.4%にすぎない。しかし，農場規模別の収穫面積構成比は， 14エ

ーカー以下2.2%， 15-49エーカー 9.5%，50-99エーカー 15.1%， 100-249エー

カー 35.5%，250-499エーカー 22.4%，500-999エーカー 10.7%，1，0∞エーカー

以上4.6%となっており， 100-249エーカ一階層にモードがあり， 250エーカー以上が

約 4割を占めている。

1974年の農業センサスでは，販売額2，500ドル以上の農場だけを対象にしているの

で，直接の比較はできないが(2)， 1974-78年間に，収穫面積250エーカー以上の階層

は，農場数，収穫面積ともに，明らかにその構成比を増大させており，経営規模拡大が

進んでいることを示している。

米国のとうもろこし生産農場全体の規模別構成の変化については，限られたデータし

か得ることはできない。しかし，既にみたように，コーンベルトは米国のとうもろこし

生産全体の 55%を占めており，さらに，オハイオ州の 60%，インディアナ州の 67%，

イリノイ州の 74%，アイオア州の 82%，ミズリー州の 28%の農場はとうもろこしを

栽培しているので，コーンベルトの農場規模の推移を検討してみると，米国のとうもろ

こし生産農場の規模分布のおよその動向を理解することができるであろう。

第6表には，コーンベルト 5州の I叩0-78年間の平均農場規模の推移が示されてい

る。これによると，コーンベルトの平均農場規模は， 1930年まではほとんど変化せず，

農業不況期の 1935年には若干縮小し， 1940年代以降徐々にその規模を拡大してきた。

特に， 1959-74年間の規模拡大が著しく，この 15年間の拡大面積は，その前の 1940-

59年間の拡大面積を 2倍以上も上回るもので、あった。しかし，この規模拡大も， 1978年

には停滞傾向がみられる。

コーンベルト東部に位置するオハイオ，インデ、イアナ両外!の平均農場規模は， 1959年

までは，他の州、|とほぼ等しいテンポで拡大してきたが，それ以降の拡大テンポは他の州

ほど速くない。オハイオ，インデ、イアナ両州の最近の規模拡大テンポが遅く，平均農場

規模も他の州に比べて小さいのは，五大湖工業地帯を近くに控えて農外雇用機会が広範

囲に存在し，兼業農場の構成比が高いためである。
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第6表 コーンベルト 5州の平均農場規模の推移 (1900-78年〕
(単位エーカー〉

| オ ベ ォ |ィ γデイアナ| イリノイ I 7イオア i ミズリー

1900 93 97 124 151 119 

1910 Eヲ 99 129 156 125 

1920 92 103 135 157 132 

1930 98 1C8 143 158 132 

1935 90 102 137 155 126 

1940 94 1C7 145 160 136 

1945 99 114 155 165 145 

1950 105 118 159 169 153 

1954 113 125 173 177 170 

195ヲ 132 145 196 194 lヲ7

1964 146 166 226 219 222 

1969 154 173 242 239 237 

1974 170 191 262 262 258 

1978 169 1ヲ3 270 266 253 

資料:USDC， 1974 Census of AgricuZture Vol. 11， Part 2， Washington， D. C. 
1978，および 1978Census of Agricultureより.

1978年のコーンベルトの平均農場規模は，オハイオチi"Iの 168エーカーからイリノイ州

の270エーカーの間にあるが，これは，米国の平均的なとうもろこし生産農場は，相対

的に小規模な経営に属し，主として家族農場タイプであることを示している。

第7表は， 1969-78年間のコーンベルト 5州の農場規模別構成の変化を，農業センサ

スをもとに，さらに詳しくみたものである。これによると，この間に，農用地占有率で

みて，コーンベルト 5州のすべてで， 500エーカー以上階層の構成比が上昇しているこ

とがわかる。 1，000-1，999エーカー， 2，000エーカー以上階層でも構成比が上昇してお

り， 1978年の 1，∞0エーカー以上階層の農用地占有率は，オハイオ州では 9.8%，イン

ディアナ州では 13.9%，イリノイ州では 15.8%，アイオア州では 10.3%， ミズリー

州では 19.5%に達している。

コーンベルト 5州の 1970年代後半の土地所有の動向は，収穫面積構成比においては，

全体を通じて，小作農およひ守自作農の比率が低下した反面，自小作農の比率が上昇して

いる(3)。
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第 7表 コーンベルト 5州の農場規模別農用地構成比率 (1969，1978年〕

オハイオ

イゾディアナ

イリノイ

ア イ オ ア

ミズリー

〈単位:%) 

資料:USDC， 1969 Census ザ Agricultureおよび 1978Census of Agriculture 

より.

(3) 腹場規模拡大の背景

コーンベルトでは，平均農場規模の拡大， 500エーカー以上階層の農用地占有率の上

昇，土地所有における小作農および自作農の比率の低下と自小作農の比率の上昇傾向が

認められた。では，このような農場規模拡大の動向をもたらしている要因は何なのか，

とうもろこし生産農場の経営内容の分析を通じて，もう少し詳しくみてみることにす

る。

コーンベルトのとうもろこし生産農場の最適規模は，技術進歩に応じて拡大してきた。

19世紀後半には，馬牽引農業機械が改良され， 160エーカー程度が家族労働力の完全雇

用を実現させる最適規模であったが， 1940年代までには， 2条および3条プラウ牽引ト

ラクターが馬にほぼとって替わり，その最適規模を拡大した。 1950年代後半に成立した

3条および 4条牽引トラクター，ヒ。ツクシエラーを使った経営の最適規模は 320エーカ

ー程度であったといわれる。

1950年代後半からは，トラクター，その他農業機械の大型化が始まり 4条プラウ牽

引トラクター 6条うね作業機，ピックシエラー，多目的コンパイン等が普及し，さら

にこれら機械の大型化を伴いながら現在に至っている。 1970年代後半に成立した 6，8，

12条f番種機， 3， 4， 6条コンパインを使った経営の最適規模は 500エーカー程度であ

るといわれている〈的。

エーカー当たりコスト，農業機械の機種，機械の最適所有期間等は，賃金率，利子率，

インフレ率，当該農場が属する所得税階層等によって変化し，一般に賃金率，インフレ

率が高く，利子率が低く，所得税率がより高率の階層に属すほど，より大型の機械を所

有する方が有利になる。このことは，農業機械の大型化の農場規模拡大を説明する理由
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第 B図 とうもろこし生産農場の平均費用曲線
注.課税前の平均費用曲線:

A. AC  =2. 65+(98. 58 X 1/ L) 

課税後の平均費用曲線:

B. AC=2. 73+(91. 2X lfL) 
ただし， Lは耕地面積.

資料:Batte M. T. and Sonka S. T.， ibid. 

としてしばしば指摘されてきた諸点である。

第8図は， Batteと Sonkaによって， 1979年のイリノイ州北西部作物報告地区のと

うもろこし生産農場を対象に，その規模の経済性について計測した結果を図示したもの

で(5)，Aは税金を考慮に入れない場合の平均費用曲線， Bは税金も考慮に入れた場合

の平均費用曲線を示している。これによると，とうもろこし lブッシェル当たり費用は，

耕地面積規模が拡大するにしたがって一貫して低下しており，規模の経済性が存在する

ことが認められる。さらに，この傾向は，税金を考慮した場合にも，考慮しない場合に

もほぼ同様に認められる。

しかし，規模の経済性が顕著に認められる領域は 500-750エーカー以下の階層であ

り，既にみたように，最近の 1，000エーカー以上階層の農用地占有率の上昇傾向を規模
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の経済性だけで説明するのは難しいように恩われる。最近のコーンベルトにおける

1，000エーカー以上階層の比率上昇の理由としては，地価の激しい変動の下での経営資

農業総合研究102 

金力格差が指摘される。

1970年代初めの食料危機の際，とうもろこし価格は 2倍以上に上昇したが，これに伴

って中西部の農地価格は急騰し，例えば，アイオア州北中部の純農村に近い商業的穀作

地帯の農地価格は， 1970-78年聞に 4.4倍にも上昇した。このような状況下では，土地

負債ゼロの自作農の経営上の有利性が高まったといわれる。

Wisnerの推計によると，栽培面積400エーカー(約 162ha)，エーカー当たり収量

110ブ、ッシェル(約6，916kg!ha)を仮定したとうもろこし経営の場合，純資産価値を維

持するためのブッシェル当たり費用は，土地負債ゼロの場合には1.58ドル，半分は負

債ゼロの既有地で残りの半分を全部借金で 1979年に購入した場合には 2.30ドル，全面

積を 1979年に購入した場合には 3.02ドルであったという (6)。

1970年以降のとうもろこし価格は，第9図のように推移しているが， 1979年のとう

もろこし価格は 2.52ドル前後なので， 1979年に農地の半分を購入した農場の経営はか

なり厳しく，全農地を 1979年に購入した農場は純資産を維持することも不可能で，新

しい農地を購入し，規模拡大の余裕があったのは，土地負債ゼロの農場だけであった。

(ドJ(../フゃソシェ I~)

2.5 

2 

1.5 

ー

第9図 とうもろこし農民受取り価格の推移
資料:USDA， ERS， Agricultural Prices， Crop Reporting Board， Washington， 

D.C.各年版より.
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土地負債ゼロの農場経営者にとっては，超過所得を再投資しない場合にはより高率の

所得税階層に入ること，新規購入機械については投資税額控除が行なわれ，購入地の利

子や不動産税については課税所得控除が行なわれること等の優遇税制の存在や，当時の

地価上昇・高インフレ下での地価上昇期待やインフレ・へッジ等のため，経営規模拡大

を促すインセンティブが存在したと推定される。

一方， 1980年以降は，輸出の停滞を反映して，とうもろこし価格の低迷と農地価格の

大幅な低下傾向が続いている。例えば，アイオワ州の農地価格は 1981年以降低下を続

けており， 1985年の農地価格は 81年の半分以下に低下したという(7)。農地価格の低下

は，負債農場の融資担保力を低下させ，金融市場の高金利，とうもろこし価格の低迷の

下で，ますます負債農場の経営を圧迫している。

とうもろこし生産農場の中には， 1970年代の価格上昇，高インフレの時期に，借金し

て土地や農業機械の購入を進めた農場がかなりあり，これらの負債農場は， 1980年代以

降のとうもろこし価格の低迷，インフレの鎮静化，高金利の持続，地価下落等の状況下

で負債額を増加させ，経営危機に陥っている農場も少なくない。

1984年の米国の全農場の 18%は負債比率4051"以上の経営的に危機的状況にある農

場であるという (8)。この傾向は，穀作の中心地のコーンベルト，五大湖諸州，北部平

原，南部の一部で顕著であるといわれている。

第8表には，コーンベルトおよび五大湖諸州のとうもろこし生産農場のエーカー当た

り生産費内訳が示されている。これによると，純収入は，その年のとうもろこし価格と

収量の変動に応じて激しく変化し， 1980年には 93.7ドルだ‘ったのが，豊作で価格の低

迷した 1982年には 8.2ドルに激減し，若干価格のもち直した 1984年には 30.1ドルに

多少回復した。 1985年には価格は再び下落しているので，経営を圧迫していることが推

測される。生産費の中では，特に，利子と資本償却費が増加しており，高金利を反映し

て， 1984年の現金支出に占める利子の構成比は 22.5%に達している。

1985年 12月には，今後の米国農業政策の基本方向を決める 1985年食料安全保障法

(Food Security Act of 1985，以下， r新農業法」という〕が成立した。この新農業法

では，ローン・レート水準の市場価格動向に応じた段階的引き下げと，日標価格の 2年

間凍結後の段階的引き下げ，政府在庫の輸出業者向け無償供与による輸出振興，政府在

庫の削減等が決められており，市場機能の見直しによる輸出競争力の回復が指向されて

いる(的。両院の委員会での審議過程において，市場機能重視の政府原案はかなりの修

正を受け，目標価格の即時引き下げや農家備蓄在庫制度の廃止等は実現しなかったが，

この新農業法の成立によって，コスト競争がさらに激化することが予想されている。



104 農業総合研究第 40巻第 2号

第 B表 とうもろこしエーカー当たり生産費内訳(コ-"./ベルトおよび玉大湖諸州〉
〈単位:ドル/エーカー〉

1980 1982 1984 

kうもるこし価格(ドル/プクシヱル)I 3.04 2.09 2.53 

収 量 (ブッシェル) 98.50 120.06 108.88 

現金収入 (a) 2守9.44 250.64 275.27 

現金支出

種 子 14.66 16.86 18.66 

sE 料 51. 60 53.07 53.96 

石 灰 1. 44 1. 20 1. 27 

農 薬 15.13 18.88 20.31 

作 業 委 託 4.31 6.34 6.51 

燃料・電気 12.62 14.79 13.07 

修 理 8.63 9.57 10. 19 

乾 燥 7.77 7.80 7.93 

i疋 動 費 言十 116.16 128.51 131. 90 

農場一般管理費 16目 46 16.82 14.61 

税・保険料 15.74 14.63 14.80 

来IJ 子 35.35 48.45 46. 77 

固定費計 67. 55 79.90 76. 18 

現金支出計(b) 183.71 2α8.41 208.08 

純現金収入(a-b) 115.73 42.23 67.19 

資本償却(c) 22.02 34目 01 37.05 

純収入(a-b-c) 93.71 B目 22 30目 14

資料:USDA， ERS， Economic Indicators 01 the Fa門 η Sector:Cost 01 Pro・

duction， ¥司lashington，D. C. 1983および 1985より.

(4) 単収上昇と供給カの拡大

既に述べたように，米国のとうもろこし生産量は， 1950年の 7，020万トンから 1984

年の 1億 9，450万トンへ， 2.8倍に拡大した。しかし，この聞のとうもろこし収穫面積

はほとんど変化なく，むしろ 1950年の 2，920万haから 1984年の 2，880万haに若干減少

した。つまり，この間の 2.8倍に及ぶとうもろこし生産量の拡大は，そのほとんどが単

収上昇によるものであった。

第 10図には，コーンベルトおよびその近隣諸州の 1978-82年間のha当たり平均収量，

1974-83年間の単収の変動係数， 1960-82年間の l年当たりの単収増加量が示されて

いる。これによると，平均単収は，やはりコーンベルトで高く，アイオア州，イリノイ
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第 10図 コーンベルトおよびその近隣諸1'1'1の平均単収，単収変動係数，単収増加率
資料:USDA， Agricultural Statistics各年版より.

注.上段:1978-82年間の 5カ年平均単収Ckgjha)

中段:1974-83年間の単収変動係数oの
下段:1960-82年間の単収増加率 Ckg/ha年)

州，インディアナナ'"が，それぞれ， ha当たり 7，510kg， 7，410 kg， 6，920 kgで3位ま

でを独占しており，オハイオチト同 6，830kgと高い水準を示している。ただ， コーンベ

ルト 5州の中でミズリー什|だけは平均単収5，670kgと低く，単収変動係数も 0.29と高

く，作柄変動が激しい。 1年当たりの単収増加量も 93kgとサウスダコタ州に次いで低

く，とうもろこし主要生産地域からの脱落傾向が認められる。

五大湖諸州のミネソタ州，ウィスコシン州の平均単収もha当たり 6，590kg， 6，550 

kgと高く，作付面積も拡大している。平原部に位置するカンザスチト1，ネプラスカ州の

平均単収もha当たり 6，950 kg， 6，780 kgと高く l年当たりの単収増加量も 215kg， 165 

kgと最も高い。さらに，この 2州は，乾燥地域に位置しているにもかかわらず，単収

変動係数も比較的低い。これは，この両州では，溶液地でのとうもろこし作付けが拡大

しているためである。

米国におけるとうもろこし生産の自然立地は，土壌，気象条件ともに，やはりアイオ

ア州，イリノイ州，インディアナチ1'1，オノ、イオチト!といったコーンベルト諸外Iを最適地域

とし，それより北側は栽培初期の低温，南側は 7月 8月の高温，西側は乾燥，東側は
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多湿のために，単収水準の低下と作柄変動の拡大化傾向が認められる。

以下，米国とうもろこし生産の中心地域であるコーンベルト 5州における単収の推移

について，技術進歩と気象変動に限定して，もう少し詳しく検討してみることにする。

とうもろこしの単収推移は，長期間にわたる趨勢的変化と各年度ごとの豊凶変動とに

分けられるが，主としてこの前者に影響を与えているのが技術進歩，後者に影響を与え

ているのが気象変動である。ここでは，コーンベルト 5州の 1920年以降の単収の推移

について，技術進歩と気象変動を説明変数とした重回帰分析を行なってみた。

1920年以降のとうもろこしの単収上昇を実現させた技術としては，ハイブリッド・コ

ーンの普及，化学肥料，農薬，除草剤の使用，農業機械の改良，土地改良，農民の経営

管理能力の向上等が指摘されるが，これらの諸要因をすべて数量的に取り扱うことはむ

ずかしい。技術革新の過程では，これらの諸要因間に複雑な相互作用が発生しているの

が一般的であり，投入要素の品質が大きく変化すると，新技術の普及過程でも，複雑な

波及効果が発生しており，個々の要因の効果を独立に数量的に取り扱うのは困難であ

る(10)。ここでは，技術進歩をトレンド式で代表させ，統計分析を試みることにした。

コーンベルト 5州のとうもろこし単収の上昇趨勢は決して一様ではなく， 1920年代ま

での停滞， 30年代からの上昇開始， 50年代半ばから 60年代にかけての急速な上昇， 70 

年代の上昇テンポの減速化， 80年代に入ってからの停滞傾向がみられる。ここでは，こ

のような単収上昇趨勢を表わすために 4次のトレンド式を当てはめることにしたく11)。

各年度の豊凶変動を説明する気象要素としては，これまでのとうもろこし生育に関す

る研究成果から判断して(12)，前季降水量(前年度の 9月から当年度の 5月までの降水

量の合計で，播種期の土壌水分状態を代表する)，栽培期間6月 7月 8月の各月降

水量，同じく 6月 7月 8月の各月平均気温を採用した。

コーンベルト各州のとうもろこし単収のデータは，米国農務省の A.griculturalSta 

tistic s各年版に依拠しており(各年度の穀粒とうもろこし生産量を穀粒とうもろこし収

穫面積で割ったもので，サイレージ用，残澄利用とうもろこしの生産量，作付面積は除

いである)，各州の気象データは， 1920-30年間については米国農務省の Statistical

Bulletin， No. 101から(13)， 1931-65年間については Thompsonの論文の付録データ

に依り (14)，1966-83年間については米国商務省の M倒的lyCli~加tic Data for the 

World(15)の各月データを加工して利用した。

第9表には，コーンベルト 5州のとうもろこし単収の推移について，以上の説明変数

を用いた重回帰分析の計測結果が示されている。また，第 11図には，この推計式によ

る推計値の推移と実績値の推移が図示されている。
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第9表 コーンベルト 5州とうもろこし単収の重回帰分析計測結果 (1920-1983年間〉

(単位 kg Iba， mm， "C) 

T T' T' T' 
PRER 
(mm) 

オ ハイオ 16m-0  01291491C 。∞10416 -1. 11885 
(8.田483)1(一0.11106) (0. 441241 )ICー0.15ω73)1 (0・158801) (-2.0291) 

インディ 7ナ 1，877.ヲ4: 118.774 -7目 494681 0.218062一0.00175294 -0.847698 
(5.76206) (1. 73835) (ー1.79265) (2.28581) (-2目 41921) (ー1.73889) 

イリノイl 1，726.61 151.76 -9.68582 0.277666 -0.002242ヲl 一0.429351
(4.85) (2.02277) (-2.08682) (2.5963) (-2.73746) (-0.767819) 

アイオ 7 112.01呂 -8.25856 0.24672ヲ -0.0019543 O. 181858 2，072. 12 …2〕 -1-2〉
(2.07775)1 (-2.1635)1 (0.330375) 

0.170331-0…一回~Iミズリー 1，403.521 65.16381 -5. C7349 
(3.84522)1 (0.845372)1 (ー 1.0626円 (1. 53湖 )1(-1. 6間 1)1(ー0.47323)

注I <平均値> PRER JUNR JULR AUGR JUNT JULT AUGT 
オハイオ 669.67 104.61 98.55 ヲ1.52 21. 07 23.24 

インデイ 7ナ 709.05 105.16 94.07 87.15 21. 93 24.22 

イリノイ 665.18 104.08 91.18 86.44 22.45 24.82 

アイオ 7 499.29 117.04 89.41 103.29 21. 36 24.10 

ズリー 689.11 116.10 89.61 89.07 23.34 25.92 

トレンド T:1920=1， 1921=2，…1983=64 

気象要素の説明変数は平均値からの偏差である。

( )内の値は t値である.

これによると，コーンベルト 5州のとうもろこし単収の推移は，技術進歩を代表する

トレンド変数と気象要素でほぼ説明されることがわかる。各州の単収に共通して大きな

影響を与えている気象要素としては 7月降水量と 7月 8月平均気温が指摘され， 7 

月降水量は多いほど，また 7月， 8月平均気温は低いほど単収が上昇する傾向にある。

7月降水量が多いほど単収上昇がもたらされるのは，雄穂分化期から絹糸抽出，受粉

期にかけてとうもろこしの要水量が全生育期間を通じて最大に達するとともに，この期

間の水分欠乏に対する植物体組織の抵抗性が低下するためである。 7月 8月の平均気

温が低いほど単収上昇がもたらされるのは，この期間の気温(特に夜間の気温〉が低い

ほど植物体の呼吸量が低く抑えられ，光合成産物の呼吸による消費量(気温が 10
0

C上

がるごとに約2倍に増大する〕が抑制され，種実への炭水化物転流率が上昇するためで

ある。

推計式によると 7月降水量が平年よりlOmm多いと，その年のha当たり収量はオ

ノ、ィオ州で 57.8kg，インディアナ州 84.4kg，イリノイ州 61.8 kg，アイオア外159.3

kg，ミズリー州 68.3kg増加することが予想される。また 7月の平均気温が 1
0

C高

22.24 

23.30 

23.84 

22.82 

25.02 
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JUNR 1 
(mm) 

AUGR 1 

(mm) 

-2.8156 
(-2.∞468) 

-2.25393 
(-1. 39434) 

-1. 3513 
(-0.7∞042) 

2.04723 
(1. 04194) 
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(-0.25274勾l
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2.95422 
(2.∞007) 

3.24685 
(1. 58442) 

2.80312 
(1.41124) 

5.ヲ32581 -0.402267 
(2. 91349)1( -0.284583) 

6.831641 -1. 44727 
(3. 95657)1(ー 0.734218)

PRER:前季降水量

JU~R:6 月多

JULR:7月 9

AUGR:8月 ρ

JUNT:6月平均気温

JULT:7月タ

AUGT:8月 タ

いと，その年のha当たり収量はオハイオ州で 64.6kg，インディアナ州 153.6kg，イ

リノイ州 190.1kg，アイオア州 81.1 kg，ミズリー州 138.7kg減少し 8月の平均気

温が lOC高い年には，オハイオ州で 72.9kg，インデ‘ィア州 111.5 kg，イリノイ州 76.3

kg，アイオア州 106.1kg，ミズリー州 158.0kg減少することが予想される。

コーンベルト東部に位置するオハイオ州，インディアナ1+1では，生育初期の土壌水分

過多の傾向が認められ，前季降水量 6月降水量が少ないほど単収上昇がもたらされる

傾向がある。またオハイオ州，インデ、イアナ州，イリノイ州では 8月降水量の増加も単

収上昇をもたらす傾向にあるが，この傾向はアイオア州，ミズリー州では認められない。

第 10表には，コーンベルト 5州のとうもろこし不作年の発現頻度がまとめられてい

る。これは，各年度の平年単収を，第 9表の単収推計式を使って，気象要素がすべて平

均値をとったと仮定して求め，これで各年度の実際の単収を割って 1∞倍し，作柄指数

を求め，この作柄指数が 90以下の不作年頻度を作柄指数階層別に整理したものである。

期間は，ハイブリッド・コーンの普及が始まったころの 1930年から 1984年までの 54

年間である。
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第 10表 コーンベルト 5州のとうもろこし不作年度の発現頻度(1930-1ヲ83年間)

作柄指数 |オハイオ介IIィγ デイ 7ナ川イリノイ州 1 7イオ 7州IIミズリー州

21-25 

26-30 

31-35 

36-40 

41-45 

46-50 

51-55 2 

56-60 

61-65 2 2 

66-70 2 

71-75 2 2 

76-80 3 2 3 

81-85 2 3 2 3 3 

86-90 6 2 3 5 

これによると，不作年の作柄指数の下落程度は，コーンベルトを西南方向に進むほど

激しく，この 54年間での最低作柄指数階層は，オハイオ州が 66-70，インディアナ州

56-60，イリノイ州 51-55，アイオア州46-50，ミズリー州 21-25と西南部に位置す

る州ほど低下している。この傾向は，この期間の各州の第 2，第 3番目に低い作柄指数

階層についても同様である。

コーンベルト 5州を平均的に観察すれば 5年に 1度は作柄指数85前後の不作年が，

10年に 1度は作柄指数73前後の不作年が，さらに， 15年に l度は作柄指数67前後の

不作年が出現することが予想される。 1960年以降の米国のとうもろこし生産量と期末

在庫量は，第 12図に示したように推移しており， 1980年以降は輸出の不振を反映して

期末在庫量が増加しているが，コーンベルトでのとうもろこし生産量の 5年に 1度の 15

%前後の減収は， 1970年代には期末在庫が生産量の 14%前後で推移したことから判断

して，とうもろこし市場にかなり大きなインパクトを与えると考えられる。

既にみたように，コーンベルトは米国のとうもろこし生産の最適地域であり，他の地

域のとうもろこし生産の作柄変動はさらに激しいこと， 1985年末に成立した新農業法で

は政府在庫の削減と需給動向に応じた生産調整の実施が企図されていること，現在，世

界粗粒穀物市場の緩衝在庫のほとんどは米国が担っている(世界の緩衝在庫の 80-85

%)こと等を考えると，米国のとうもろこし生産の作柄変動の規則性をも考慮に入れた

わが国のとうもろこし輸入対策の確立が望まれる。
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第 12図米国のとうもろこし:生産量と期末在庫量の推移

資料:USDA， Agricultural Statistics各年版より.

技術進歩の動向
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先のコーンベルト 5州のとうもろこし単収の推計式の計iJ!IJ作業では，技術進歩による

単収上昇の趨勢を 4次のトレンド式を当てはめることによって取り扱った。では，今後

のとうもろこし単収の上昇趨勢はどのように推移するであろうか。コーンベルトのとう

もろこし単収は， 1950年代半ばから 60年代にかけて急速に上昇し， 70年代にはその上

昇テンポが減速し， 80年代に入ってからは停滞傾向がみられるが，これまで単収上昇を

実現させてきた技術進歩のポテンシャルは枯渇しようとしているのであろうか。

以下，技術進歩による単収上昇の可能性を，①種子改良，②化学肥料，③農薬，除草

剤，④農業機械，⑤土壌，⑥管理労働力，⑦研究開発投資，③経済制度等の各要因に分

けて，簡単にみてみることにする。

① 種子改良

米国でハイブリッド・コーンの普及が始まったのは 1930年ごろであるが，その後の

ノ、イブリッド・コーンの普及率は 1940年には 30.5%，1950年には 78.0%，1960年に

は95.9%に達し(16)，現在ではほとんどのとうもろこしがノ、ィブリッド・コーンである。

ノ、ィブリッド・コーンは，一代雑種強勢の特徴として，両親のもち合わせた優性遺伝子

がすべて発現するので，自然受粉品種および後代雑種に比べて，収量性，耐肥性，耐早

性，耐病性等に優れており，短期間のうちに急速な普及をみた。現在も種子会社や州立
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農業試験場を中心に品種改良が続けられている。

最近の遺伝子工学の発展は，腔培養や細胞融合の技術を発達させ，親和性の低い系統

種間の交配，優れた品種の選抜・固定期間の短縮化を実現している。種子の表面に，農

薬や保水性を高める特殊なスターチ，生長促進作用をもっ細菌等を塗付したものも考案

されており，これらの普及により，単収の上昇と収量の安定性増大が期待されている。

② 化学目酔ヰ

単収上昇を実現させる上で品種改良と並んで大きな効果があったのは，化学肥料の使

用である。特にとうもろこしは，畑作物の中でも肥料吸収性が高い作物なので，土壌養

分を収奪することなく，長期間にわたって高い収量を実現するために，化学肥料投入の

はたした役割は大きい。

第 13図には， 1940年以降のコーンベルトにおける窒素，燐酸，カリ肥料投入量の推

移が示されている。これによると 3肥料投入量とも， 1960年代末まで急速に靖加し，

それ以降は，燐酸肥料は停滞し，窒素，カリ肥料は一定のテンポで増加している。

肥料生産部門の技術革新に支えられて，肥料価格/とうもろこし価格比率は一貫して

低下しているので(17)，増収効果の高い窒素，カリ肥料投入量は，今後も増加すること
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第 13図 コーンベルトにおける窒素，燐酸，カリ肥料投入量の推移
資料・ USDA，ERS， Economic lndicators of the Farm Sector: Production and 

EjJiciency Statistics， 1983 Washington， D. C. 1985より.

注. コー γベルトにおける肥料使用量を作付面積で割ったもの.
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が予想される。化学肥料投入量の増加は，品種改良における耐肥性品種の育成と並行し

て実現したものである。最近の作物栄養学の研究成果によって，施肥方法の改善，肥料

成分，肥料形態の改善，遅効性肥料の開発等が進められている。

③ 農薬，除草剤

農薬，除草剤による昆虫，雑草，菌類，細菌，ウイルス等のコントロールは，収量の

安定化と省力化に大きく貢献した。しかし，一方では，農薬への抵抗力を高めた害虫，

菌類，細菌の系統も出現し，農薬散布による環境汚染の問題も深刻化してきている。人

体への低毒性，低残留性農薬の開発とともに，抗生物質，植物生長ホルモン，昆虫性へ

ロモン等の利用も進められている。

今後の病害虫や雑草のコントロール法として，他作物との輪作，適期の作付け等を併

用した化学的，生物学的，物理的防除を組み合わせた総合的防除法が指向されている。

④ 農業機械

規則正しく正確な植付けと種子と土壌との適切な接触を可能にする植付機や，作物の

損傷が少なくより効率的な除草を行なう中耕機，適切な位置に肥料，農薬，除草剤を散

布する散布機，適期に素早く収穫する収穫機の改良等ば，明らかに単収上昇と収量の安

定化，省力化に貢献した。

コーンベルトでは， 1940年代までには 2条および3条プラウ牽引トラクターが馬に

ほぼとってかわり， 1950年代後半には 4条プラウ牽引トラクターが導入され，その後も

トラクターの大型化が進められ現在に至っている。収穫機については， 1930年代にコー

ンヒ。ッカー (CornPick巴r)が導入され， 40年代， 50年代にかけて急速に普及した。

1950年代半ばには，刈り取りと皮はぎを同時に行なうピックシエラー (PickSheller) 

が導入され， 60年代には，多目的コンパイン (Multi-PurposeCombine)が導入され，

これにコーンヘッド (CornHead)を付けて刈り取り，皮はぎ，脱穀が一度にできるよ

うになった。最近では，人工乾燥が普及し，早期収穫が可能となるとともに，収穫ロス

を減少させている。

第 14図には， 1940年以降の米国のトラクタ一馬力数，コンパイン台数， コーン・ヘ

ッド台数(コーン・ピッカー，ピック・シエラーも含む〕の推移が示されている。これ

によると，この間， トラクタ一馬力数は一貫して増大し，コンパインおよびコーン・ヘ

ッドの台数は， 1940年代， 50年代に急増し， 60年代以降減少している。コンパインお

よびコーン・ヘッドの台数が 1960年代以降減少したのは，機種の大型化によるもので

ある。 1970年代後半には，コンパイン，コーン・ヘッド台数が一時念、培したが，これは，

食料危機以降の農産物価格ブームの下で積極的な農業機械投資が行なわれたためである。
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第 14図 米国のトラクタ一馬力数1〉，コンパイン台数2) コーンヘッド台数3)の推移

資料:第 12図に同じ.

注(1) スチーム・トラクターおよびガーデゾ・トラクターは含まない.

(2) 1975年以降は自走コソバイ γ のみ.

(3) コー γ ・ピッカーおよびピック・シエラーも含む.

⑤土壊

単収上昇に関連した生産要素の中で，土壌だけは将来に不安の影を投げかけている。

化学肥料に過度に依存した耕作法と，限界地の作物耕作への利用，コーンベルト各地の

土壌浸食の進行による土壌生産力の低下が報告されている。イリノイナi'I.アイオア州，

ミズリー州の年間土壌流失量は，エーカー当たりそれぞれ.6. 7トン， 9.9トン， 10.9 

トンと推計されており，この流失量は土壌生産力を維持しうる限度(米国土壌保全局基

準ではヱーカー当たり 5トン〕をはるかに越えているという (18)。

⑥ 管理労働力

コーンベルト農民の経営管理能力の向上も，単収上昇の実現に大きく貢献してきた。

第 15図には，米国農業者の教育水準の推移が示されているが，この教育水準は着実に

上昇を続けている。さらに，公立普及事業，民間企業の宣伝活動，セミナー，出版物等

を通じて，農民の知的水準は向上しており，新技術の普及もスムーズに行なわれている。

農業技術の急速な進歩を前提とした生産競争の下で生き残るためには，新しい技術を自

由に使いこなし，激しく変化する経済環境に対応して農場経営を効率的に行ないうる経

営管理能力が常に求められている。
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第 15図 農民および農業労働者の教育指数の推移

資料:Y. C. Lu， C. Philip and Q. Leroy，“Prospects for Productivity Growth 

in U. S. Agriculture"， USDA， ESCS， Agricultur・alReport， No.435. 1979 

より.
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第 16図 コーンベルトにおける公的機関の農業研究開発投資額の推移

資料:USDA， Funds for Research at State Agricultural Experiment Stations 
αnd Other State Institutions. 

注. 1967年基準の実質額.
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⑦ 研究開発投資

現在の高い農業技術水準を維持し，さらに新しい技術を生み出すためには，農業の研

究開発投資が必要である o 第 16図には，コーンベルトにおける 1950年以降の公共部門

での研究開発投資額の推移が示されている。これによると，実質額でみても，この間，

研究開発投資額は着実に増加を続けている。この傾向は，種子，肥料，農薬，農業機械

等の民間企業における研究開発投資額の推移についても同様であろう。農業の技術進歩

は，非農業部門における研究開発投資による技術革新に支えられている部分も大きい。

⑧ 経済制度

技術革新が活発に行なわれ，その成果がすみやかに普及して，農場での生産力発展に

結びつくためには，かなりの期間にわたってのその社会の安定性と新しい技術をスムー

ズに受け入れる文化的社会的基盤，個人の創造的活動および企業の自由な経済活動の保

障，技術革新，新技術普及を誘発させる適切な経済的インセンティブの存在が必要であ

る。この意味で，米国は，長期間にわたって社会は安定しており，農業技術者の創造的

研究活動および農業関連企業，農場経営者の自由な経済活動は保障され，技術革新，新

技術普及を誘発する経済的インセンティブもほぼ適切に存在してきたといえる。

個人の創造的活動および企業の自由な経済活動の保障による生産力の発展，それを効

率的に誘導するための適切な経済的インセンティブの存在と適度な政府の介入，という

考え方は，これまでの米国の経済制度のあり方を支配してきた最も基本的理念である。

市場への適度な政府の介入をどの程度と判断するかについては多くの議論がなされてき

たが(19)，新農業法では，これまでの農業法に比べて，政府の介入よりも市場調整機能

重視の考え方が強く打ち出されている。

以上，米国のとうもろこし供給力の拡大を実現させてきた技術進歩について，①種子

改良，②化学肥料，③農薬，除草剤，④農業機械，⑤土壌，⑥管理労働力，⑦研究開発

投資，③経済制度の諸要因に分けて，その動向を概観した。土壌以外の諸要因について

は，どれも技術進歩を継続させる方向に展開しており， 1980年代に入って停滞傾向がみ

られるとはいえ，今後とも単収上昇の余地はかなりあるとみてよかろう。

Swansonと Nyankoriの研究によると，周到な栽培管理が行なわれてきたイリノイ

州のアラートン・トラスト農場のとうもろこし単収とこの農場の位置する郡の平均単収

の 1950年以降の推移をみると，両者の格差は最近でも縮まっておらず，現在の技術水

準でも，単収上昇のポテンシヤノレは十分存在するという (20)0 Henkesは，現在利用可

能な技術の集約的利用により， 1 ha当たり 18，900kgの収量 (1984年の米国の平均単収

は5，980kg)をあげることが実現可能だと推定している (21)。
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注(1) USDC， 1978 C印刷s01 Agriculture， Vol.1， Part 51， Washington， D. C. 

1981. 

(2) USDC， 1974 Census 01 Agriculture， Vol. 1， Part 51， Washington， D. C 

1977. 

(3) R. N. Wisner，“The Changing Structure of U. S. Corn and Feed Grain 

FarmingヘFαrmStructure: A Hzstorical Perspective 0πChanges in the 

Number and Size 01 Farmers， Washington， D. C.: Committee on Agri-

culture， Kutrition， and Forestry U. S. Senate， 96th Congress 2nd Session， 

1980 (R. N. ウィスナー著，渋谷佑彦解説，杉崎真一訳「米国におけるとうも

ろこし生産構造の変化と見通しJCIi世界の畜産」通巻第 69号，東京，国際食料

農業協会，昭和 58年J)。

(4) C. V. Fulton， E. O. Heady and G. E. Ayres，“Farm Machinery Costs 

in Relation to ~1achinery and Farm SizeへCenterlor Agricultural and 

Rural Development Report， No.80， Iowa State University， 1978. 

(5) M. T. Batte and S. T. Sonka，“Before-and After-Tax Size Economi-

es: An Example for Cash Grain Production in I1IinoisぺAmericanJo叫r-

nal 01 Agricultural Economics， Vol. 67， No.3， 1985， pp.600-608. 

(6) R. N. Wisner， op. cit. 

(7) 服部信司「木況に苦しむアメりカ農業〔下)J(Ii現代農業J昭和60年 8月号)，

177ページ c

(創立岩寿一 r7メりカの農業不況と農政転換一一1985年農業調整法をめぐって

一一J(Ii農業および園芸』第 60巻第 8号，昭和 60年)， 976ページo

(9) 日本貿易型高興会「米議会，新農業法案を可決J(Ii農林水産物の貿易.!]No.1563，

東京， 日本貿易振興会，昭和 61年)， 1 -4ページ。

(1倒 技術進歩を言干量的に取り吸うことの問題点を整理した論文として次のものがあ

るoZ. Griliches，“Issues in Assessing the Contribution of Research and 

Development to Productivity Growth"， The Bell Journal of Economics， 

Vol. 10， 1979， pp.92-116. 

(11) 作物単収の趨勢的推移への 4次トレ'/¥..式の当てはめについては，著者は山形

県の水fffi単収の推移について試みている。拙稿「技術進歩と生産規制要因の変遷

一一気象条件からみた山形県水稲生産の事例研究一一J(Ii農業総合研究』第 38

巻第2号，昭和 59年)， 123-142ページ。

(1司 O.T. Demead and R. T. Shaw，“The Effect of SoiI Moisture Stress at 

Di旺erentStages of Growth on the Development and Yield of Corn"， Ag-

ronomy Journal， Vol. 52， 1960， pp.272-274.， E. C. A. Runge，“Effect of 

RainfaII and Temperature Interactions During the Growing Season on 
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Corn Yield"， Agronomy Journal， Vol. 60， 1968， pp.503-507等。

(1司 USDA，“Fluctuationsin Crops and Weather， 1866-1948ヘStatistical

Bulletin， No.101， Washington， D. C. 1951. 

(14) L. M. Thompson，“Weather Variability and the Need for a Food Re-

serve"， Center for Agricultural and Economic Development Report， 

No.26， Iowa State University， 1966. 

(1司 USDC， Monthly Climatic Data for the World， 1966-83年間の各月版。

伽i) USDA， Agricultural Statistics， 1961. 

(17) USDA， Agricultural Statistics各年版。

同 USDA，SCS， American Soil and Water: Condition and Trends， Wash-

ington， D. C. 1980. 

岡市場への適度な政府の介入の程度をめぐる最近の実証研究の動向については，

著者は次の文献でレピューを試みている。拙稿「農業保護の経済効果に関する実

証研究の動向J(紙谷貢，是永東彦編『農業保護と農産物貿易問題.1，農業総合研

究所研究叢書第 105号，昭和60年)， 341-368ページ。

剛 E.R. Swanson and J. C. Nyanhoric，“Influence of Weather and Techno-

logy on Corn and Soybeans Yie!d TrendsヘAgriculturalAleteorology， 

Vol. 20， 1979， pp.327-342. 

(21) R. Henkes，“Souped.Up Seeds"， The Furr侃 v，Vol. 86， Ju!y!August 

1981， pp. 10-13. 

4. おわりに

以上 3章にわたって，米国産とうもろこしの需給動向について概観した。最後に，

これまでの分析により得られた知見を整理して，本稿のまとめとしたい。

(1) 米国の粗粒穀物生産は，元来は園内畜産部門への飼料供給を主目的に成立してい

たものであるが， 1960年代半ば以降その輸出依存度を急速に高め， 1983年には世界の

粗粒穀物輸出量全体の約 6割を輸出するに至っている。この粗粒穀物輸出の 85%はと

うもろこしが占めており，とうもろこしは米国粗粒穀物生産の中心作物である。わが国

は， 1984年には 2，100万トンの粗粒穀物を輸入したが，その 689るはとうもろこしが占

めており，さらにその 95%は米国からの輸入である。

(2) 米国産とうもろこしの需要量は， 1950-83年聞に 2.5倍に増大したが，これは，

園内飼料用需要のこの期間全体を通じての着実な増加， 1960年代半ば以降の輸出の急増，

1970年代半ば以降の食用・種子・工業用需要の急増によるものである。

(3) 国内飼料用需要は，畜産物生産の培大に支えられて着実に増加してきたが，最近
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では，経済成長の鈍化に伴う畜産物需要の伸び悩み，高産物需要自体の飽和水準への接

近等を反映して，停滞傾向もみられる。穀物消費家畜単位数，畜産物価格/とうもろこ

し価格比率，他飼料穀物価格/とうもろこし価格比率等の変化に対応して，その需要量

は変化している。

(4) 食用・種子・工業用需要は， 1970年代半ば以降急増しているが，これは，高果糖

コーン・シロップ，エタノール製造用とうもろこし需要が急増しているためである。高

果糖コーン・シロップの消費量は，砂糖計画の下で価格が引き上げられてきた国内精製

糖の代替として，ソフト・ドリンク産業を中心に急増している。コーン・エタノールの

消費量は，連邦政府，州政府のエタノール混入ガソリン課税優遇制度の下で急増してい

る。

(5) 米国産とうもろこしの輸出量は， 1960年代半ば以降急増し，特に 70年代には 4

倍以上に拡大した。輸出先としては，以前はECが圧倒的ウエートを占めていたが， E

Cの構成比は一貫して低下し， 1970年代には日本，ソ連，東ヨーロツパ諸国，途上国の

構成比が上昇し，最近ではポルトガル，スペイン，韓国，台湾等の構成比が上昇してい

る。 1980年の対ソ連穀物輸出規制を契機とするソ連の輸入先の多角化，途上国，東ヨー

ロッパ諸国の累積債務の増大，ローン・レートの高めの設定とドル高による輸出競争力

の低下等のため，輸出量は 1979年をピークに低迷している。

(6) 需要拡大に対応して，とうもろこし生産量も， 1950-84年間に 2.8倍に拡大した。

この間，生産立地は，気象，土壌条件の適したコーンベルト，五大湖諸州、iに集中化し，

1984年の生産量全体の約7割はこの両地域が占めている。

(7) コーンベルトの農場規模拡大は 1940年ごろより始まり，特に 60年代から 70年

代前半にかけて拡大テンポが速かったが，最近では 500エーカー以上階層で規模拡大が

進んでいる。規模拡大の背景としては，技術進歩に伴う規模の経済性の存在が指摘され

るが， 1，000エーカー以上階層での規模拡大については，農地価格の激しい変動の下で

の経営資金力格差が指摘される。農場の所有形態としては，小作農および自作農比率が

低下して自小作農比率が上昇している。

(8) 米国のとうもろこし供給力の拡大は，そのほとんどが単収上昇により実現された。

コーンベルトのとうもろこし単収は， 1930年ごろより上昇を始め， 50年代半ばから 60

年代にかけて急上昇し， 70年代にはその上昇テンポを減速し， 80年代に入ってからは

停滞傾向がみられる， 1920年以降のコーンベルト 5州のとうもろこし単収の推移につい

て，技術進歩と気象要素を説明変数とする推計式の計測を試みたが，とうもろこし単収

の推移はこれらの説明変数でほぼ説明され，気象要素の中では，特に 7月の降水量と 7
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月 8月の平均気温が重要であることが確認された。

(9) この単収推計式を用いた作柄指数の計測結果によると，コーンベルトでは作柄指

数85前後の不作年が 5年に 1度，作柄指数73前後の不作年が 10年に l度出現する可

能性がある。 1970年代のとうもろこし在庫量は生産量の 14%前後で推移したこと， コ

ーンベルト以外の地域の作柄変動はさらに激しいこと，世界粗粒穀物市場の緩衝在庫は

ほとんど、米国が担っていること等を考えると，米国産とうもろこしの作柄変動の規則性

も考慮に入れたわが国のとうもろこし輸入対策の確立が望まれる。

(101 技術進歩の動向を，種子改良，化学肥料，農薬，除草剤，農業機械，土壌，管理

労働力，研究開発投資，経済制度の諸要因に分けて概観したが，土壌以外のすべての要

因は，現在も技術進歩を進める方向に展開しており，単収上昇の余地はかなりあるよう

である。

以上のように，米国のとうもろこし供給カは，その供給を担う生産立地のコーンベル

ト，五大湖諸州への集中化，供給主体である生産農場の規模拡大と自作農比率の上昇と

いう変容をとげながら，技術進歩による単収上昇によって，そのポテンシヤルを増大さ

せることが見込まれる。これに対して，需要の方では，圏内飼料需要，種子用，菓子用

需要の増加はそれほど期待できないので，高果糖コーン・シロップやエタノール製造用

需要，輸出需要の動向が，今後の米国のとうもろこし産業のパフォーマンスを決める重

要な要因となるであろう。

1986年 12月には，今後の米国農業政策の基本方向を決める新農業法が成立した。こ

の新農業法では，ローン・レート水準の市場価格動向に応じた段階的引き下げ，目標価

格の 2年間現行水準凍結後の段階的引き下げ， 20億ドノレ相当の政府在庫の輸出業者向け

無償供与による輸出振興等が決められており，市場機能重視による米国農産物の輸出競

争力の回復が企図されている。

既に述べたように，とうもろこし供給の主体である生産農場の中には， 1980年代以降

の輸出不振によるとうもろこし価格の低迷，インフレの鎮静化，高金利の持続，地価下

落の下で多額の負債をかかえ，経営危機に陥っている農場も少なくない。このような農

場は，市場機能を重視した新農業法の下で，どのような展開をとげていくのだろうか。

また，今後の米国とうもろこし産業のパフォーマンスを決める最大の要因である輸出競

争力の回復はどこまで実現するのであろうか。

米国からの粗粒穀物輸入に大きく依存し，また，今後の圏内飼料基盤の拡充も，世界

市場の動向をみきわめつつ実現を図っていかねばならないわが国にとって，米国のとう
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もろこし供給力をめぐるこれらの新しい動きを，今後も注意深く見守っていくことが重

要である。これらの諸点については，今後の研究課題としたい。

〔付記〕

本稿をまとめるにあたっては，データ解析の段階で当研究所稲葉弘道研究員の開

発した MICROAGNESS (計量経済分析用プログラム・パッケージ〕を使用さ

せていただいた。また，全体を通じて，柴崎嘉之海外部長，須永芳顕研究員より多

くの貴重なコメントをいただいた。同室者の本間孝弥氏には，データ収集・データ

解析の段階で多くのご協力をいただいた。ここに深く感謝の意を表する。

(本稿は特別研究「食生活・食料需給の長期的展望」の研究成果の一部である。)
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米国のとうもろこし供給力の動向

中川光弘

本稿の課題は，現在，世界の粗粒穀物貿易の動向を大きく支配しており，わが国畜産

業の発展にも直接的影響を与えている米国のとうもろこし供給力の動向を検討する点に

ある。

米国の粗粒穀物生産は，元来は国内畜産部門への飼料供給を主目的に成立していたが，

1960年代半ば以降， その輸出が急増し， 1983年には世界の粗粒穀物輸出量の約6苦手lを

輸出するまでに至っている。 この輸出量の 85%はとうもろこしが占めており， とうも

ろこしは米国粗粒穀物生産の中心作物である。一方， わが国は， 1984年には 2，100万

トンの粗粒穀物を輸入したが，その 685"0はとうもろこしが占めており， さらにその 95

%は米国産とうもろこしである。

米国産とうもろこしの需要は， 1950-83年間に， 7，300万トンから 1億 8，5∞万トン

へ2.5倍に拡大した。その間，国内飼料用需要の構成比は低下した反面，食用・種子・

工業用需要，輸出需要の構成比は上昇した。国内飼料用需要は，経済成長の鈍化と畜産

物需要自体の飽和水準への接近等を反映して，最近では停滞傾向もみられる。食用・種

子・工業用需要は， 1970年代半ば以降急増しているが，これは高果糖コーン・シロッ

プ，エタノール製造用需要の急増によるものである。輸出需要は，ソ連の穀物大量買付

けを契機に 1970年代には 4倍に拡大したが， 80年代に入ってからは，ソ連の輸入先の

多角化，途上国，東ヨーロッパ諸国の累積債務の増加，ローン・レートの高めの設定と

ドル高による輸出競争力の低下等のため低迷している。

需要拡大に対応して，生産量も 1950-84年間に 2.8倍に拡大したが， この間，生産

立地はコーンベルトと五大湖諸州に集中化した。生産を担う農場の動向としては，日0

エーカー以上階層で規模拡大が進んでおり，小作農および自作農比率の低下と自小作農

比率の上昇がみられる。

米国のとうもろこし供給力の拡大は，ほとんどが技術進歩による単収上昇によっても

たらされた。また，各年の単収変動は，ほとんどが気象要因によって説明され，コーン

ベルトでは，特に 7月降水量と 7月 8月平均気温の影響が大きい。技術進歩の動向を

その諸要因に分けて検討してみたが，土壌以外の諸要因は技術進歩をさらに進める方向

に展開しており，単収上昇のポテンシャルはかなりあるとみられる。
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